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なぜ 電⼦マネーで⽀払いができるのか
キャッシュレス社会の実現を掲げている⽇本では、社員への賃⾦の⽀払いに電⼦マネーが認められ
ていません。これは、通貨で、現⾦か銀⾏振込で⽀払うよう労働基準法で定めているからです。
こうした中、フィンテック企業が提供する電⼦マネーによる⽀払いサービスの利⽤が増え始めてい
ます。これは、⽀払い⽬的が経費などであり、賃⾦（給料）ではないからなのです。
具体的には、企業が従業員の交通費などの経費精算したり、単発の仕事を請け負うギグワーカーや
フリーランス、個⼈事業主に発注した業務に対する報酬の⽀払いなどに利⽤されています。

⽀払いといえば銀⾏振込、という時代が変わりつつあります。今回は、⽇本と⽶国で普及しつつある、
フィンテック企業による電⼦マネーによる⽀払いサービスと銀⾏業務参⼊について紹介します。

⽶国では、新型コロナウイルス対策で可決した緊急の給与保護プログラムに、電⼦決済⼤⼿のペイ
パルや、決済アプリを展開するスクエア、クラウド会計ソフトを提供するインテュイットといった
フィンテック企業が参加します。
同プログラムは中⼩企業向けの融資制度で、⾦融機関だけでなく、個⼈事業主を多く抱えるフィン
テック企業も窓⼝に加えることで、経済的⽀援が必要な零細企業に対して、⼤⼿銀⾏に⼝座がなくて
も給付を受けやすくしたのです。まさに、フィンテック企業はその適性を兼ね備えていたといえます。
また、今年3⽉には、前述のスクエアが条件付きで銀⾏免許を収得し、⼦会社「Square Financial
Services」を2021年に設⽴する予定です。同⾏は、スクエアの⽀払いシステムを利⽤して商業ローン
を提供します。このほか、学⽣ローンを提供するネルネットも銀⾏免許を取得しており、ネット銀⾏
の⼦会社「Nelnet Bank」を設⽴して、学⽣ローンや消費者ローンを提供します。
すでにペイロールカードが普及している⽶国では、⽇本の⼀歩先を進んでいるようです。

⽶国では フィンテック企業が銀⾏業務に参⼊

本文中の銘柄について、売買を推奨するものでも、将来の価格の上昇または下落を示唆するものでもありません。
また、当社ファンドにおける保有、非保有、および将来の個別銘柄の組み入れまたは売却を示唆するものでもありません。

⽀払い側は、いつでも送⾦することが可能で、振込
⼿数料が削減でき、受け⼿側は銀⾏⼝座がなくても
スマートフォンがあれば短期間で報酬などを受け取
ることができます。
現在、政府や関係省庁で賃⾦⽀払いの制度⾒直しの
協議・検討が進められており、ペイロールカード
（給与⽀払いのためのプリペイドカード）への⽀払
いが解禁されれば、給与所得者の選択肢が広がり、
銀⾏⼝座の開設が難しい外国⼈労働者の利便性向上
も期待されます。

【イメージ図：ペイロールカードが解禁されると・・・】
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